
本稿では，社会保障給付の将来推計用に開発
した社会保障モデルを活用して，社会保障の給
付と負担に関して将来推計を行う１）。
図１は，社会保障給付の推移と政府の将来見
通しをグラフに示したものである。社会保障給

付は，1960年に0.6兆円であったものが，制度
の充実（国民皆年金，国民皆健康保険等の導
入）や高齢化の進展と相まって，2000年度に
は78.1兆円に達し，さらに厚生労働省の見通し
では，2025年度には141兆円になることが見込
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社会保障給付が経済成長率より高い伸びを示す理由は，単価が一人当りGDPよりも高
い伸び率を示してきたこと（特に，医療費の技術進歩要因），受給者の単価やサービス利
用率が高齢者ほど高いこと（人口構成の高齢化要因），受給者の大層を占める高齢者数の
伸び率が人口の伸び率より高いこと等にある。本稿では，経済成長率を超えて増加を続け
る社会保障費について，こうした諸要因を踏まえた医療，介護，年金の各制度に関する連
立方程式モデルを構築して，給付と負担が将来どのように推移するかを，人口の前提や経
済の前提を変更して検証を行った。
今回の推計の結果，第１に，新人口推計を用いて，既に確定している政策の効果のみを
考慮して推計を行うと，2006年度から2025年度までの国民負担の増加幅は，名目GDP比
で4.5％ポイント程度，経済が停滞を続ける場合には５％ポイント程度になる可能性があ
るとの結果が得られた。第２に，新人口推計（2006年12月）と旧人口推計（2002年１月）
における結果を比較すると，新人口推計に伴う高齢者人口の増加（５％程度）により，社
会保障給付は名目GDP比で１％ポイント，社会保障負担は同0.5％ポイント程度増加する
可能性が確認された。

要　　約

＊１　本稿の作成に当たり，坂村素数（元財務総合政策研究所研究員），大松鉄太郎（元財務総合政策研究所研究
員），南雲紀良（元財務総合政策研究所研究員）の財務総合政策研究所における研究成果を活用させていただい
た。ここに記して感謝申し上げたい。ただし，本稿にある誤りは全て筆者の責任である。
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＊４　財務総合政策研究所主任研究官
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１）本稿のモデルは，北浦他（2010）のマクロ経済モデルの社会保障ブロックを作成する上での基礎となったもの
である。
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まれている。
社会保障給付は，人口の高齢化に伴い，経済
成長率を超えて伸びていく。過去の社会保障給
付の増加の深刻さを確認するため，国民経済計
算年報のデータを用いて，社会保障給付の対名
目GDP比の推移を，社会保障給付を含む一般
政府支出全体の対名目GDP比と比較してみる
（図２参照）。歳入は概ね経済規模と比例して増
加することから，一般政府支出や社会保障給付
の対名目GDP比の増加分は，保険料率の引上
げ，国・地方の公費負担率の引上げで手当する

必要がある部分でもある。一般政府支出は，オ
イルショックの景気後退に対応して1970年代
に20％から35％程度に大きく伸びた後，1980
年代の財政再建期に30％程度に低下し，バブ
ル崩壊後に38％程度まで再び高まった後，現
在は35％程度の水準となっている。一方，社
会保障給付費は，1970年代に５％未満であっ
たものが，社会保障制度の充実と高齢化の進展
により，着実に高まりをみせ，足元では，15％
強の水準となっている。特に，バブル崩壊後
（1990年以降）から2006年度までの増加幅をみ

（図１）社会保障の給付の推移と見通し

（出所） 2000年度以前は「平成15年度 社会保障給付費」（平成17年９月 国立社会保障・人口問題研究所），「国民経済計算」（内社
会保障給付費）。2006年度以降は「社会保障の給付と負担の見通し」（平成18年５月 厚生労働省）のA（並の経済成長）
ケース。
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ると，一般政府支出が４％ポイント程度の伸び
に対して，社会保障給付は6.5％ポイント増加
しており，景気循環に伴う支出の増減をならし
て趨勢的なトレンドでみると，近年の政府支出
の増加は，殆ど社会保障給付の増加で説明でき
る。
2010年代には，団塊の世代が65歳以上を超
える等，更なる社会保障負担の上昇が懸念され
る。こうした状況に対処するには，社会保障の

給付と負担に関して適切な見通しを持つことが
不可欠である。本稿では，社会保障モデルを構
築して，複数の経済前提や人口の前提の下で，
社会保障の給付と負担の見通しを推計する。本
稿の構成は，まず，第２節で先行研究について
言及し，第３節と第４節で本稿の作成したモデ
ルの構造と推計の前提について説明を行い，第
５節で３つのケースにつき推計結果を示す。第
６節で残された課題について言及する。

（図２）一般政府支出と社会保障給付の対名目GDP比

Ⅱ．先行研究

社会保障の包括的な将来推計に関する先行研
究としては，厚生労働省の社会保障の給付と負
担の見通しと内閣府の経済財政モデルによる推
計があげられる。
厚生労働省の社会保障の給付と負担の見通し
は，一定の経済前提の下で，社会保障制度毎
に，20年程度の将来にわたり社会保障給付の
規模とこれを賄う社会保険料及び公費の規模に
ついて見通しを作成し，社会保障全体について
統合したものである。年金は大規模な連立方程
式モデルで推計が行われ，年金以外の社会保障

はエクセルで計算されている。３年から５年に
一度見直しが行われ，最近では，2006年５月
に２つの推計結果（改革実施後と改革実施前）
が発表されている（以下，厚生労働省（2006）
と呼ぶ。表１参照）。業務統計を用いた精緻な
推計であるが，問題点として，試算方法の詳細
や基礎データが公開されていないことに加え
て，最新（2006年５月）の推計で使用されて
いる人口の推計が旧人口推計（2004年１月作
成）であること，改革実施後の推計結果が過小
になっていること２）等が指摘できる。なお，

２）2006年５月の改革実施後の推計において，今後実施予定の入院日数の削減，肥満予防対策（以上，医療費），
介護施設サービス入居者割合の削減（介護）等が含まれており，これらで2025年度までに９兆円近くを削減する
こととされているが，その施策の詳細や削減の根拠が説明されていないという問題点も指摘できる。
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（表１）厚生労働省（2006）の見通し
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2008年１月には，内閣官房に社会保障国民会
議が設置され，同年11月に，年金，医療・介
護等に関する将来推計を含む，最終報告が発表
されている３）。
内閣府・計量分析室の経済財政モデルの社会
保障ブロックは，厚生年金，国民年金，共済年
金，医療費，介護費用に関して，マクロ経済と
整合的で，かつ将来の人口構成の変化を踏まえ
た包括的な推計を可能とする分析ツールを提供
している。経済財政モデルでは，社会保障ブ
ロックの将来推計の詳細が示されていないが，
方程式と変数リストが公開されており，第３節
で若干の言及を行う。
国際機関の行った研究として，OECD（2006）
の研究やEC（2006）の社会保障の将来推計の

研究があげられる。OECD（2006） やEC

（2006）は，医療費と介護費用等の社会保障給
付について，先進諸国で概ね採用されている標
準的な手法を用いて，OECD諸国やEU諸国の
2050年までの社会保障給付費について将来推
計を行っている。
民間の研究事例に関しては，包括的な研究は
殆ど行われておらず，３年から５年に一度実施
される年金，医療，介護等の制度改正の際に，
それぞれの専門家が，各制度の将来推計を行う
ケースが多い４）。
本稿では，OECD（2006）や厚生労働省

（2006）等を参考に，連立方程式モデルを構築
する。第３節ではモデルの構造について説明す
る。

Ⅲ．モデルの構造

本稿の社会保障モデルは，医療，介護，年金
の３つのサブブロックから構成されており，全
体で，それぞれ，400，150，2500程度の方程
式から構成されている５）。以下，それぞれのサ
ブブロックについて解説する。

Ⅲ－１．医療サブブロック
医療サブブロックの推計は，一人当たり医療
費（年齢階層別），総医療費・医療給付費，各
医療保険制度別の医療給付費，保険料・公費負
担の順に行われる。
まず，一人当たり医療費は，平成16年度版
の国民医療費に示される2004年度の年齢階層

別の一人当たり医療費（図３）を基点にして，
以下に示す一定のルールで次年度以降の年齢階
層別の一人当たり医療費を推計する。
年齢階層別の一人当たり医療費の延伸方法

（将来に向けた延し方）は，厚生労働省の延伸
方法とOECD（2006）に示された延伸方法を採
用し，それらを切り替えて推計することが可能
な形で方程式を設定した６）,７）。厚生労働省の延
伸方法は，厚生労働省（2006）に示されたもの
で，70歳未満の人口一人当たり医療費（以下，
若年者医療費の単価という）を2.1％，70歳以
上の人口一人当たり医療費（以下，高齢者医療
費の単価）を3.2％で延伸する。若年者医療費

３）厚生労働省の社会保障の給付と負担の見通し，社会保障国民会議の推計の検討は，北浦（2009,１）を参照さ
れたい。
４）医療費については，小椋（1995），二木（1995），岩本・竹下・別所（1997），介護費用については，田近・菊
池（2004），清水谷・野口（2003），鈴木亘（2002），年金については，八田・小口（1999），橋本・林・跡田
（1991），上村（2004），橋本・山口（2005），等の研究があげられる。
５）方程式の詳細については，北浦・杉浦・森田・坂本（2009）を参照されたい。
６）厚生労働省の延伸方法とOECD（2006）の延伸方法の詳細については，北浦（2009,２）を参照されたい。
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の単価を式で示すと，式１の形になる。

　当年度の若年者医療費の単価
＝　前年度の若年者医療費の単価
×（１＋0.021） 式１

一方，OECD（2006）は，過去の医療費の伸
びを，人口の伸び，人口構成の高齢化要因（高
齢者ほど一人当たり医療費が高いことから，高
齢化に伴う人口構成割合の変化で一人当たり医
療費が増加する効果），一人当たり所得の伸び，
その他要因（医療技術の進歩，制度改正等の効
果。医療の技術進歩は需要を掘り起こすことか
ら，技術進歩は医療費の増加につながる。技術
進歩要因とも呼ばれる）に分解する８）。将来に
延伸する場合には，足もとの年齢階層別の一人
当たり医療費を「一人当たりGDP成長率プラ

スその他要因（外生）」の伸び率で延伸した上
で，これに年齢階層別の人口を乗じたものを合
算して，将来の医療費を推計する。OECDの推
計方法は，人口構成の高齢化要因とその他要因
を考慮しつつ，所得弾性値を１として医療費を
延伸する方法である。過去のその他要因につい
ては，OECD（2006）によると，1981年から
2002年まで（1970年から2002年まで）の間の
OECD諸国の平均値でみて年1.0％（1.5％）と
なっており，一人当たり医療費は，人口構成の
高齢化が進展していなかったと仮定しても，一
人当たり所得の伸びを毎年１％から1.5％上回
るペースで増加していたことになる。日本につ
いては，1995年から2004年の平均で年0.9％と
なっている（表２参照）。OECD（2006）は，
その他要因の伸び率について様々な前提をおい
て分析しているが，医療費総額の対名目GDP

７）他の代表的な医療費の推計モデルとしては，内閣府（2007）の「経済財政モデル（第二次改定版）」がある。
この経済財政モデルでは，年齢階層別，医療費別（入院，入院外，歯科別）の一人当たり医療費を，一人当たり
所得や自己負担率等で回帰分析した推計式で分析を行っている。詳細な推計であり，医療費の伸びを推計式によ
り推計することで，過去のトレンドを忠実に延伸するというメリットがある一方で，推計式により，所得弾性値
等にばらつきがみられ，データ数の制約もあり，頑健性に問題もあるとみられる。実際に，このモデルを活用し
て作成された平成19年10月17日の経済財政諮問会議の「給付と負担の選択肢について」（有識者議員提出資料）
では，経済成長が高まると医療の負担が低下すること，すなわち所得弾性値が１より小さいことが示唆されてお
り，推計結果にも疑問が感じられる。このため，本稿ではこのアプローチは採用しなかった。
８）OECD（2006）では，正確にはこれらに平均余命の伸びの効果，終末期医療費の効果等を考慮して推計を行っ
ている。OECDの推計方法の詳細は，北浦（2009,２）を参照されたい。

（図３） 年齢階層別一人当たり医療費（平成16年度）

（出所）平成16年度　国民医療費
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比が無限に増加を続ける前提は適当ではないと
して，ベースライン・ケースでは2050年に向
けて現在のOECD諸国平均である１％から０％
へ向けて緩やかに減少していくとの前提で推計
を行っている。
その他要因（主に技術進歩による効果）の設

定に当っては，さまざまな前提を置くことが可
能であるが，本稿の推計では，厚生労働省
（2006）で使用される医療費・単価の伸び率を，
所得弾性値１の前提で調整して得られる数値を
使用する９）。具体的には，厚生労働省（2006）
では，若年者医療費の単価と高齢者医療費の単

（表２）OECDの方法による日本の国民医療費増加率の要因分解

注１） 筆者推計の1985～2004年平均，1995～2004年平均では，それぞれ介護保険導入時の2000年を除いて計算した。
注２） 厚生労働省の要因分解において，平成８年～平成14年度の増加率は，患者負担分推計額を訂正したため，各年度の報告

書に掲載されている数値と異なる場合がある。
（出所）「平成16年度版国民医療費」，「国民経済計算確報」等より作成

９）第５節のシミュレーションでは，基本的に，その他要因はこの方法で設定されている。ただし，ケース１の代
替的なシミュレーションとして，その他要因を１％，0.75％とした場合の推計を示している。
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価をそれぞれ2.1％，3.2％で延伸しているが，
厚生労働省（2006）の一人当たり名目GDPの
伸び率が期間平均で2.2％という前提であるこ
とから，若年者医療費と高齢者医療費で，その
他要因を -0.1％，0.9％程度と仮定していると解
釈することが可能であり，これらの数値を使用
することとした。人口全体でみると，0.5％程
度のその他要因を仮定しているものと理解でき
る。若年者医療費の単価を式で示すと，式２の
形になる。

　当年度の若年者医療費の単価
＝　前年度の若年者医療費の単価
×（１＋一人当たり名目GDP成長率
　　＋▲0.001） 式２

次に，医療費の推計については，年齢階層別
の一人当たり医療費に国立社会保障・人口問題
研究所の将来推計人口の中位推計を乗じた上
で，これを合算して将来の医療費を得る。な
お，医療費は，老人医療費（老人医療保険10）

の対象となる高齢者の医療費）と一般医療費
（老人医療費の対象者以外の者に対する医療費）
に区分して合算する。次に，老人医療費，一般
医療費の別に「１－実効自己負担率」を乗じる
ことで，医療給付費を計算する。また，現在の
各医療保険制度の人口構成を基に，医療給付費
を，公費負担医療，地域保健，政管健保，その
他被用者保険，老人保健に分け，それぞれの医
療給付費に公費負担率を乗じて，医療給付費を
保険料と公費負担に分割する。

Ⅲ－２．介護サブブロック
介護サブブロックの推計は，一人当たり介護
費用，利用者数，介護総費用・介護給付費，保

険料と公費負担の順に行われる。
介護費用については，田近・菊池（2004）に
示された厚生労働省の介護費用の将来推計の方
法を再現する形で介護費用を推計するサブ・モ
デルを作成した。介護費用は，総費用を在宅
サービスと施設サービスの各費用に分けて推計
を行う。それぞれのサービス利用額は，利用者
数と一人当たり費用を推計して求める。在宅
サービスは要介護度別に推計され，施設サービ
スは施設別・要介護度別に推計される（図４参
照）11）。
一人当たり費用に関しては，年齢階層・サー
ビス別に12），推計の初期値を賃金上昇率で延伸
する。また，在宅サービスの一人当たり費用に
関しては，賃金上昇率による延伸に加えて，在
宅サービスの多くに支給限度額が課されている
ことから，利用額の支給限度額に対する比率
（以下，利用限度額比率とよぶ）が上昇するこ
とを盛り込んで推計を行う。厚生労働省の推計
では，利用限度額比率が2003年度の43％から
毎年１％ずつ上昇して，2025年度には65％に
なると想定されており（田近・菊池（2004）），
本稿の推計もこれに合わせて延伸する。
利用者数に関しては，まず，施設利用者数を
推計して，その後で，在宅利用者数を推計す
る。施設利用者数は，65歳以上人口の3.2％と
して，足元の利用者の年齢別・要介護度別・施
設別の分布に応じて，65歳以上人口の3.2％分
の利用者数を配分する。次に，在宅利用者数に
ついては，人口に占める認定者（以下，認定者
人口比率），認定者に占める利用者（以下，利
用者認定者比率）という２段階で推計を行う。
厚生労働省の想定に従い，利用者認定者比率は
一定（70％）とするとともに，認定者人口比率
は2005年度まで上昇して，2006年度以降は安

10）老人医療保険制度は，たびたび改正されており，平成14年度医療制度改革では，老人保健制度の医療の対象者
の年齢が70歳以上から75歳以上に引上げられ，また，平成18年度医療制度改革に伴い，平成20年度より後期高
齢者医療保険制度に移行した。
11）介護費用の延伸方法の詳細は，北浦（2009,３）を参照されたい。
12）年齢階層は，40～64歳，65～69歳，70～74歳，75～79歳，80～84歳，85～89歳，90歳以上に分けて推計を行
う。
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（図４）厚生労働省による介護費用の推計方法

（出所）田近・菊池（2004）を基に筆者が作成。
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定化すると想定する。利用者数の作成に当たっ
ては，40歳以上64歳以下，65歳以上69歳以下，
70歳以上74歳以下，75歳以上79歳以下，80歳
以上84歳以下，85歳以上89歳以下，90歳以上
の７階層で推計を行う。
次に，年齢階層・サービス別の一人当たり介
護費用に，年齢階層・サービス別の利用者数を
乗じて，同じくそれらの介護費用を求めて，こ
れを合算して介護総費用を得る。介護に関して
は，自己負担率が10％であることから，介護
総費用の90％が介護給付費になる。また，介
護給付費を保険料と介護給付費負担金（それぞ
れ介護給付費の50％相当）に分け，さらに，
保険料を人口割合で１号被保険者（65歳以上）
と２号被保険者（40歳以上65歳未満）に区分
する。２号被保険者の保険料には一部公費負担
が含まれることから，足元の実効公費負担率で
２号被保険者の保険料に係る公費負担金を得
て，介護給付費を保険料と公費（介護給付費負
担金と２号被保険者の保険料に係る公費負担金
の合計）に区分する。
本稿のモデルで採用した厚生労働省の推計方
法の特色は，①施設・在宅のサービス別に利用
者数，一人当たり費用を推計する，②利用者数
の推計は，男女別・年齢別の推計で，特に年齢
別では詳細な区分けを行い，推計を行う，③一
人当たり費用の推計は，要介護度別の費用の初
期値を賃金上昇率で延伸する，④在宅サービス
の一人当たり費用に関して，利用限度額比率の
上昇を考慮する，等が指摘できる。
他にも，OECD（2006）や内閣府（2007）で
介護費用の将来推計の方法が示され，OECD

（2006）は一人当たり費用をサービス別・要介
護度別ではなく，年齢別に作成し，延伸する。
また，内閣府（2007）は，本推計と概ね同じ方
式であるが，年齢階層別の利用者数の区分は
65歳未満と65歳以上の２区分としていること

が特色である13）。
介護の将来推計については，北浦（2009,３）
で様々なケースにおいて分析をおこなっている
が，本稿では，介護費用の伸び率が高い要因と
して，利用者一人当たりコストが人件費の伸び
に連動するとともに，利用者数の増加が著しい
こと（年齢の高い高齢者ほど介護の利用割合が
高いことから，今後の人口構成の高齢化に伴
い，高齢者人口の伸びを大幅に上回るペース
で，介護利用者が増加する見込みであること）
を指摘しておく。

Ⅲ－３．年金サブブロック
年金サブブロックは，非常に大きなブロック
であるが，この理由として，国民年金，厚生年
金別に，保険料と給付を推計していることに加
えて，１歳刻みの年齢階層別に一人当たり年金
給付額と受給者数を推計していることによる。
モデルは，厚生労働省年金局数理課（2005）の
「厚生年金・国民年金　平成16年財政再計算結
果」に記載された推計方法を再現する形でモデ
ルを構築した。
年金サブブロックは，被保険者数推計，給付
費推計，保険会計推計の３つの部門から構成さ
れる。
被保険者数推計ブロックでは，被保険者数

（保険会計推計部門で使用）と被保険者期間
（給付費推計部門で使用）を年齢別に推計する。
まず，被保険者数については，被用者年金の被
保険者数（２号被保険者数）は，男女別に，将
来の労働力人口に，厚生労働省年金局数理課
（2005）の労働力人口に占める被用者年金被保
険者の割合を乗じて計算する。これに足元の厚
生年金と共済年金の構成割合を乗じて，被用者
年金の被保険者数を得る。３号被保険者数は，
女子が殆どであることから，女子のみで推計を
行う。具体的には，足元の男子２号被保険者数

13）北浦（2009,３）では，様々な方法で2025年の医療費の推計を行い，結果を比較したところ，OECDの推計方
法は，厚生労働省の推計方法と概ね同じ結果が得られている一方，内閣府の推計方法では，利用者数の伸びが小
さくなり，厚生労働省の推計方法に比べて過小評価になりかねないことが確認されている。
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の一定割合を基本とし，女子の就業率の高まり
を調整して２号被保険者数を得る14）。１号被保
険者数は，年齢別の人口から２号被保険者数と
３号被保険者数を減じて得る。
次に，被保険者期間については，厚生労働省
年金局数理課（2005）の制度別・男女別・年齢
別の被保険者期間15）を男女別・年齢別の人口
で割って得られる制度別・男女別・年齢別の人
口一人当たりの被保険者期間を初期値にして延
伸する。延伸の方法は，制度別・男女別・年齢
別の初期値の人口一人当たりの被保険者期間
に，各年度の制度別・男女別・年齢別の被保険
者数（上記）の人口割合を加えて，64歳時点
まで延伸する。例えば，厚生年金の男子の t歳
の人口一人当たりの被保険者期間を式で示す
と，式３の形になる。

　 当年度の厚生年金・男子・t歳の初期値
の人口一人当たりの被保険者期間
＝　 前年度の厚生年金・男子・t-1歳の初

期値の人口一人当たりの被保険者期間
＋　 当年度の厚生年金・男子・t歳の被保

険者数16）

÷　当年度の男子・t歳の人口 式３

さらに，64歳時点17）の人口一人当たりの制
度別・男女別の被保険者期間を，初期値の制度
別・男女別の新規受給者の65歳人口に占める
割合で割って，制度別・男女別の新規受給者一
人当たりの被保険者期間を得る。
給付費推計部門では，国民年金，厚生年金に

ついて，新法・旧法別，男女別，年齢別に，一
人当たり給付費と受給者数を推計し，次に，こ
れらを乗じて給付費の推計を行う。一人当たり
給付費については，社会保障事業年報の年齢別
の一人当たり給付額のデータを初期値にして延
伸する。延伸の方法は，既裁定者は，前年度の
１歳若い受給者の年金額を，マクロ経済スライ
ドを考慮しつつ，物価上昇率で延伸する。新規
裁定者は，前年度の新規裁定者の年金額を，賃
金上昇率と被保険者期間（被保険者期間数ブ
ロックで推計）の対前年度の伸び率で延伸す
る。受給者数については，新規裁定者は65歳
人口の一定割合とし，既裁定者は前年度の１歳
若い受給者の受給者数に年齢別の生存率を乗じ
て得る。生存率は，国立社会保障・人口問題研
究所（2006）の「日本の将来推計人口（平成
18年12月推計）」の中位推計の生存率を用い
る。
保険会計推計部門では，国民年金，基礎年
金，厚生年金，共済年金の勘定別に，積立金，
収入（保険料収入，国庫負担金，利息収入等），
支出（給付費，基礎年金負担金等）を管理す
る。積立金については，前年度末の積立金に収
入を加え，支出を減じて延伸する。当年度の歳
入保険料収入については，被保険者数推計部門
で推計された被保険者数の伸び率と一人当たり
賃金の伸び率で保険料収入の初期値を延伸す
る。給付費については，給付費推計部門で推計
された給付費で初期値を延伸する。国庫負担金
については，各勘定の基礎年金（相当）給付に
公費負担率を乗じて推計する。

14）調整の方法は，「２号男子被保険者数×初期値の３号被保険者数の２号被保険者数に占める割合」で得た３号
被保険者数の基礎数から，女子の２号被保険者数の増加効果部分を控除して，３号被保険者数を得る。女子の２
号被保険者数の増加効果部分は，２号被保険者の増加数（「当年度の女子人口」×｛「当年度の２号被保険者数の
女子人口に占める割合」－「初期値の２号被保険者数の女子人口に占める割合」｝）に，初期値の３号被保険者の
１号と３号被保険者数に占める割合を乗じて計算する。
15）厚生労働省年金局数理課（2005）では制度別に2002年度の被保険者と待機者の「男女別・年齢階層別・被保険
者期間別の人数」が記載されている。これを用いて，被保険者と待機者を通算して，制度別・男女別・年齢階層
別の被保険者期間総数を計算して，これを１歳刻みのデータとしたものを使用する。
16）国民年金の被保険者期間の推計に際しては，１号被保険者数に関して，厚生労働省年金局数理課（2005）に示
される未納率で調整して，被保険者期間を延伸する。
17）基礎年金給付は59歳時点。
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第５節では，前節で説明した医療，介護，年
金モデルによる推計を行うが，本節では推計の
前提条件に関して説明を行う。前節のモデルは
社会保障モデルであることから，人口，マクロ
経済について外生変数を設定する必要がある。
主な外生変数としては，年齢階層別の人口，名
目GDP，一人当たりGDP，就業者数，賃金等
があげられる。以下では，こうした外生変数を
どのように設定するかについて説明を行うとと
もに，これまで実施された社会保障制度改革に
関して推計に盛り込む前提について解説する。

Ⅳ－１．２つの人口推計
　　　　　－旧人口推計と新人口推計－
推計に当たり，まず，人口の前提について記
述する。人口の将来推計は，厚生労働省の施設
等機関である国立社会保障・人口問題研究所

が，年金再計算に併せて定期的に人口の将来推
計を発表している。最近では，2002年１月と
2006年12月に推計が行われている。厚生労働
省（2006）の試算は2002年１月の推計（以下，
「旧人口推計」とよぶ）を基に試算が行われて
いるが，既に述べたように，その後の平均余命
の伸びや出生率の低下を前提に2006年12月の
推計（以下，「新人口推計」とよぶ）が発表さ
れ，推計結果が大きく変更されている。社会保
障の将来推計は人口推計に大きく依存すること
から，ここでは，新人口推計によりどのような
推計の変更が行われたかを簡単に確認する。
図５は最近２回の人口推計の総人口の推移を
示したものである。新人口推計では出生率の低
下の影響等により2006年の１億2776万人から
2050年には9515万人となり，旧推計人口に比
べて更に544万人の減少が見込まれる。ただし，

Ⅳ．推計の前提条件

（図５）最近２回の人口推計の結果と相違　①総人口

（出所）国立社会保障・人口問題研究所
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人口の減少は全ての年齢階層で生じている訳で
はなく，高齢者（65歳以上）人口の増加とそ
れ以外の年齢階層の人口の減少の結果となって
いる。具体的には図６にみられるように，高齢
者は2050年に旧推計に比べて178万人増加して
いるのに対して，それ以外の層では，15歳未
満層で263万人，15歳から64歳までの生産年
齢人口で459万人の減少が見込まれる。国立社
会保障・人口問題研究所は，新推計人口による
変化の理由を①出生率の低下，②平均余命の伸
び，③移民の減少で説明しているが，これらの
効果は筆者の計算したところ，①の効果は
2050年で650万人の人口の減，②の効果は178
万人の高齢者の増，③の効果は90万人の人口
の減となっている。
社会保障の推計に当たっては，主たる社会保
障の受給者である高齢者の増加は国家財政の膨

張という深刻な問題を生み出す。この結果を表
３でみると，65歳以上の高齢者は旧推計人口
に比べて2025年（2050年）で4.7％（5.0％）の
増加，75歳以上の高齢者（いわゆる後期高齢
者）は6.9％（9.8％）の増加がそれぞれ見込ま
れており，社会保障給付に関して５％を超える
増加が予想される。
また，社会保障の負担の支え手である生産年
齢人口の減少も，一人当たり負担額が増加する
可能性を示唆しており，深刻な問題である。た
だし，出生率の低下のマクロ経済への影響は，
新生児が15歳以上となる2020年以降に顕在化
するため，2025年度までの間の生産年齢人口
の絶対数に対してはそれほど大きな影響を与え
ない。2025年度の生産人口年齢は，旧人口推
計から新人口推計への移行に伴い，1.9％低下
するに止まる（表４参照）。

（図６）最近２回の人口推計の結果と相違　②新旧推計の人口の差

（出所）国立社会保障・人口問題研究所
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Ⅳ－２．経済の前提
人口の前提を考慮して，第４節の推計では，
３つのケースについて推計を行う。第１のケー
スは，旧人口推計を基に，経済が順調に推移す
る（労働参加率が高まり，労働生産性が２％で
推移し，物価上昇率も正常化する）ケース（以
下，「旧人口推計・移行ケース」とよぶ）によ
る推計である。第２のケースは，新人口推計を
基に，経済が順調に推移する（労働参加率が高
まり，労働生産性が２％で推移し，物価上昇率
も正常化する）ケース（以下，「新人口推計・
移行ケース」とよぶ）による推計である。第３
のケースは，新人口推計を基に，経済の制約状
態が続く（労働参加率が横ばいで推移し，労働
生産性が1.75％に止まり，物価上昇率も１％程
度に止まる）ケース（以下，「新人口推計・制
約ケース」とよぶ）による推計である。

Ⅳ－２－１．労働の前提
労働に関しては，人口の変化が労働力人口や
就業者数を変化させ，その結果，経済成長率に
影響を与えることから，労働力率と失業率の推
移について前提を置く必要がある。労働力率に
ついては，厚生労働省の雇用政策研究会（2007）
が平成19年12月に発表した労働市場への参加
が進むケースと進まないケースの労働力率をそ
のまま使用して，２通りの労働力人口を計算し
た。雇用政策研究会の推計は，内閣府の経済・
財政の中期試算（進路と戦略（2008））や年金
再計算等の政府の様々な試算に活用されてい
る。現在の試算は２通りで，高齢者や女性の労
働参加率が大幅に上昇する「労働市場への参加
が進むケース」（以下，「移行ケース」とよぶ）
と現状の労働参加率が横ばいのまま推移する
「労働市場への参加が進まないケース」（以下，
「制約ケース」とよぶ）が示されている18）。失

（表４）新人口推計における生産年齢人口の減少

（表３）新人口推計における高齢者の増加

18）内閣府の進路と戦略（2008）では，新経済成長移行ケースと経済制約ケースの２つの試算をおこなっているが，
これらの試算では労働の前提として雇用政策研究会（2007）の労働参加率を参考にして試算が行われている。
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業率に関しては，足元の年齢階層別の失業率を
そのまま横置きとした。なお，推計の第１の
ケースである制約ケースでは，就業者数の推移
は示されていないが，経済成長率や賃金上昇率
は別途示されていることから，労働の前提は不
要であり，ここでの検討から除外している。
表５は労働力人口の推移に関して，３通り

（旧人口推計・移行ケース，新人口推計・移行
ケース，新人口推計・制約ケース）示したもの
である。表４に示されたように全ての推計で生
産年齢人口の減少を反映して労働力人口は減少
している。ただし，労働参加率を横ばいにした
新人口推計・制約ケースでも，人口の減少が著
しい若年層の労働参加率が低いため，生産年齢
人口の平均伸び率のマイナス幅に比べて，労働
力人口の平均伸び率のマイナス幅は小さくなっ
ている。また，移行ケースでは労働参加率の上
昇の効果により，労働力人口の減少はさらに小
さいものとなっている。また，2025年度まで
は旧人口推計と新人口推計では，生産年齢人口
の平均伸び率の相違が小さいこと（さらに，人
口の差の多くは労働参加率の低い若年層で生じ
ていること）から，労働力人口の伸び率にも殆
ど差がないことが確認できる。

Ⅳ－２－２．経済成長率の前提
実質経済成長率については，労働生産性の伸
び率と就業者数の伸び率から計算した。すなわ
ち，実質GDPをGDP，就業者数をLとすると，
労働生産性の定義により，労働生産性の伸び率

は，実質経済成長率から就業者の伸び率を控除
した式４の関係になることから，この定義式の
関係を使用して，実質経済成長率を労働生産性
の伸び率（外生変数）と就業者数の伸び率（①
労働の前提で設定）の和で求めることとした
（式５）。その際，労働生産性の伸び率は，アメ
リカで長期的に観察されている２％を移行ケー
スとし，EU諸国で長期推計を行う際に活用さ
れる1.75％を制約ケースとして実質経済成長率
を設定する。

L
L

GDP
GDP

L
GDP
L

GDP

 式４

L
L

L
GDP
L

GDP

GDP
GDP

 式５

その結果としての経済成長率は図７のような
結果となる。移行ケースでは，2025年までの
労働力人口の推移が殆ど変わらないことから，
新人口推計も旧人口推計もほぼ同様の結果とな
る。制約ケースでは，労働の伸びと生産性の伸
びが低くなることから移行ケースと比較する
と，0.6％から0.7％実質経済成長率が低下する。
なお，厚生労働省（2006）の実質経済成長率
（2004年・年金再計算でも使用されたもの）を
参考に掲載しているが，やや悲観的すぎる前提
ということができる。

（表５）労働力人口の推移の見通し
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物価上昇率の前提については，平成19年10
月17日の内閣府経済財政諮問会議に提出され
た「給付と負担の選択肢」の物価上昇率の前提
を参考に設定し，2007年度から2025年度まで
のGDPデフレータ成長率の期間平均は，移行
ケースで1.3％（2011年度までは進路と戦略の
移行ケースの試算結果，2012年以降は1.2～
1.7％程度で推移），制約ケースでは1.0％（2011
年度までは進路と戦略の制約ケースの試算結
果，2012年以降は0.5～1.4％程度で推移）とし
た。

名目賃金上昇率については，労働分配率を一
定とし，総賃金の伸びが名目GDPの伸び率に
一致すると仮定して，式６で算出する。

L
L

GDP
GDP

L
L

 式６

表６は，上記の人口・労働の諸前提（人口の
前提，労働参加率の前提，労働生産性の前提）
と，これらの前提を基に式４から式６の経済構
造式で得られる経済の姿を示したものである。

（図７）各シナリオにおける経済成長率の前提

（表６）各推計における人口・労働等の前提と経済の姿

＜財務省財務総合政策研究所「フィナンシャル・レビュー」平成22年第２号（通巻第100号）2010年３月＞

－203－



Ⅳ－２－３．社会保障制度の前提
次に，推計に当たっての社会保障制度の前提
について記載する。本稿の推計では，2007年
度までに導入された施策のみを前提に推計を行
う。具体的には，2004年の年金制度改革（マ
クロ経済スライドの導入，将来の保険料負担の
固定，基礎年金の国庫負担割合の引上げ等）19），
2005年の介護保険制度改革による利用者負担
の見直しと2005年10月と2006年４月の計△
2.4％の介護報酬改定，医療制度改革（2006年
４月の△3.16％の診療報酬改定，現役並み所得

者や前期高齢者の自己負担の引上げ）をモデル
に盛り込む。厚生労働省（2006）では，他に，
医療費の生活習慣病対策（2025年度で２兆円
程度の削減効果と厚生労働省は説明），医療費
の平均在院日数の短縮による効果（同４兆円程
度の削減効果），介護予防の推進・施設系介護
サービスの利用割合の削減（同２～３兆円程度
の削減効果）等を見込んでいるが，具体的な施
策の内容や削減効果が説明されていないことか
ら，本稿の推計では含めないこととした。

19）2004年度の年金制度改革では，様々な抜本的改革が実施された。これまで毎年の基礎年金給付費の３分の１が
国庫負担で，３分の２は保険料で賄われていたが，2009年度から国庫負担と保険料負担が２分の１ずつとなるこ
ととされた。また，将来世代の負担が過大なものとならないよう，将来の厚生年金の保険料率，国民年金の保険
料（2004年度価格）が現在の水準から緩やかに増加して，一定の水準で固定されることとされた。保険料の固定
に伴い，将来に向けての保険料収入が固定されることから，その保険料収入で賄いうる水準まで，制度改革前に
約束されていた給付額が削減されることとなった。これがマクロ経済スライドの制度である。具体的には，2004
年度改正の時点での旧人口推計と経済前提等に基づいて試算された保険料収入で給付が賄えるよう，2023年度ま
での間，毎年一定率（公的年金の被保険者数の減少率に，受給者の平均余命の伸びを勘案して設定した一定率
（年0.3％）を加えた率），年金給付額を減少させていくこととされている。詳細は，厚生労働省年金局数理課
（2005）を参照されたい。

Ⅴ．本稿のモデルによる推計結果

本節では，第３節で説明した社会保障モデル
を用いて，第４節で示した３つの前提条件の下
でシミュレーションを行った。まず，ケース１
による推計では，旧人口推計を用いた場合に，
社会保障給付がどの程度の推計結果になるかを
示すとともに，厚生労働省（2006）の見通しと
簡単に比較する。なお，医療費に関しては，
OECD（2006）の推計方法で代替シミュレー
ションを行い，本稿モデルの推計方法が国際機
関の推計方法と比較して適切か否かを検証す
る。
次に，人口推計を旧人口推計から新人口推計
に変更した場合に，どの程度，社会保障の給付
と負担が増加するかを，ケース１とケース２を

比較して検証する。
最後に，新人口推計で，経済の状況が悪化し
た場合にどの程度，社会保障の給付と負担が変
化するかを，ケース２とケース３を比較して検
証する。

Ⅴ－１．旧人口推計の下での社会保障の給付と
負担の推計（ケース１）
本ケースでは，旧推計人口の下で，現在導入
された改革の前提を基に試算を行い，現時点で
自然体の推計と考えられる推計結果を確認する
ものである。
シミュレーションの結果は表７に示した。予
想された結果であるが，本ケースの推計結果
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は，厚生労働省（2006）の試算結果（表１参
照）の中間となっている20）。個別の推計の結果
は，年金では，厚生労働省が想定する改革は既
に2004年度年金改正で実施され，それがモデ
ルに盛り込まれていること，経済成長率が本稿
推計の方が高いことから，本推計の結果は，厚
生労働省の改革実施後の推計に近いが，本稿の
推計結果の方が給付・負担の増加幅がやや小さ

いものとなった。介護は，厚生労働省の改革実
施前の姿と概ね一致する。医療は，厚生労働省
の改革実施後の推計が前提とする改革の一部し
か現時点で導入されていないため，厚生労働省
の改革実施前の結果に近いものとなっている。
全体では，名目GDP比で4.0％程度の増加が見
込まれる。
また，医療費の推計方法の妥当性を確認する

（表７）ケース１の試算結果

（注）一人当たり医療費は，若年2.1％　老人3.2％で延伸。
（注）一人当たり介護費用は，サービス毎（在宅・施設別，要介護度別）に賃金で延伸。

OECD方式による医療給付費（＝負担）の推移

（注） OECDの放置ケースの一人当たり医療費の伸び率は，一人当たりGDPの伸び率＋１％＋平均余命の伸びの効果（▲0.3％）。
 同じく，ベースラインケースの一人当たり医療費の伸び率は，一人当たりGDPの伸び率＋0.75％＋平均余命の伸びの効

果（▲0.3％）。

20）本推計では，介護以外の福祉の推計（2025年度で11～12兆円（GDP比で1.5～1.6％相当））が含まれていない
点に注意されたい。
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ために，OECD（2006）の２つの方法による医
療費の推計を行った。この結果は表７の３段目
の表に示してある。この結果をみると，2025
年度の医療費の水準は61.1兆円から64.0兆円
と見込まれ，本稿モデルの試算結果である61.6
兆円と概ね同水準となっていることから，厚生
労働省の前提を所得弾性値１で評価し直した本
稿モデルの分析方法による推計結果は，国際機
関の標準的な見通しと概ね同様の結果であるこ
とが確認された。

Ⅴ－２．人口前提を旧人口推計から新人口推計
に変更した場合の効果（ケース１とケース２
の比較）
次に，人口推計を旧人口推計から新人口推計
に変更して推計を行った場合の影響が表８であ
る。高齢者の人口が５％程度増加することか
ら，社会保障給付は，159.9兆円から167.4兆円
へ7.5兆円増加し，社会保障給付の名目GDP比
は17.7％から18.6％へ１％程度高まっている
（17.7％×高齢者数の増加幅５％≒１％）。負担
の増加幅（161.3兆円から165.1兆円へ3.8兆円
増加）は給付の増加幅（7.5兆円）よりも小さ
い（名目GDP比で4.0％から4.5％）。これは，
（医療と介護では，これらの制度に則して，単
年度で給付と負担を一致させる前提で推計が行

なわれていることに対して，）年金（保険料負
担部分）が，現在想定されている保険料率で延
伸しており，高齢者数ではなく，被保険者数
（生産年齢人口）や経済に連動していることに
よる。

Ⅴ－３．経済成長が停滞した場合の効果（ケー
ス２とケース３の比較）
次に，経済成長が停滞した場合の効果を示し
たのが，表９である。経済が低迷すると，年金
の給付額の名目GDP比が大きく増加し（▲
0.4％から＋0.4％へ0.8％ポイントの増加），年
金の公費負担額と介護費用の名目GDP比は若
干増加する（それぞれ1.0％，1.5％から1.2％，
1.7％へ各0.2％ポイントの増加）。年金の給付
の名目GDP比が高まる理由は，年金の給付の
殆どは既裁定年金であり，物価上昇率に連動す
るため，実質経済成長率の低下は，年金額の低
下につながらないため，実質経済成長率の低下
は年金の給付額を相対的に過大なものにする。
負担に関しては，保険料部分は賃金の一定割合
であるため，経済変動の影響を受けないが，公
費負担は給付に連動するため，公費負担部分を
通じて，国民負担が高まることになる。介護費
用に関しては，介護サービスが労働集約的であ
るため，一人当たりの介護費用は賃金に連動す

（表８）人口推計を変更した効果
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るが，経済が低下すると，労働参加率が低下し
て，相対的に賃金上昇率が一人当たりGDPの
伸びより高くなることから，経済成長により介
護コストが相対的に高まることになる。医療費

に関しては，所得効果を１としていることか
ら，経済成長は医療給付費に対して中立的な結
果となっている。

（表９）経済成長率を変更した効果

Ⅵ．おわりに

本稿では，社会保障モデルを構築して，社会
保障の給付と負担が将来どのように推移するか
を検証した。その主な結果は，新人口推計を用
いて，既に導入された改革の効果のみを考慮し
て推計を行うと，国民負担は名目GDP比で
4.5％ポイント程度，経済が停滞を続ける場合
には５％ポイント程度高まる可能性があるとの
結果が得られた。
特に，2006年の新人口推計では，2025年に
向けて高齢者人口が，旧推計人口に比べて５％
程度増加することが予測されており，新人口推
計と旧人口推計の結果を比較すると，社会保障
給付は名目GDP比で１％ポイント，社会保障
負担は同0.5％ポイント程度増加する可能性が
確認された。
また，経済が低迷すると，高い経済成長のと

きに比べて，①既裁定者の年金額が物価に連動
することから，年金給付額は経済規模の低下ほ
ど低下しないため，年金の給付と負担が高まる
こと，②実質賃金は一人当たりGDPほど低下
しないことから，介護費用が経済規模の低下ほ
ど低下しないため，介護費用が高まることによ
り，社会保障の負担は名目GDP比で0.5％ポイ
ント程度増加する可能性が確認された。
今後の課題としては，以下の点が考えられ
る。
第１に，OECD（2006）やEC（2006）では，

長寿化の進展の結果，健康が増進して，医療費
や介護費用が抑制される効果（Healthy Aging 

Effect）を指摘している（詳細は，北浦（2009,
２）参照）。本稿のモデルでは，①医療費の過
去のその他要因（技術進歩要因）は，長寿化の
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効果を踏まえずに，１％程度となっており（長
寿化の効果を踏まえると１％を上回る），医療
サービスの高度化への要請が高まっている中
で，平均的なその他要因を0.5％程度とした本
稿の推計より低い見通しを立てるのが適当とは
思われないこと，②介護費用では，女性の社会
進出や高齢単身世帯の増加により介護サービス
の利用率が今後増加する可能性があること等を
考慮して，長寿化に伴う医療費削減効果
（Healthy Aging Effect）を含めていない。しか
しながら，仮に，長寿化に伴う医療費削減効果
（Healthy Aging Effect）が今後十分発揮される
のであれば，本稿の医療費，介護費用は過大評
価の可能性がある。このため，長寿化の効果を
検証することは，終末期医療費の効果の検証と
ともに，重要な課題と考えられる。
第２に，医療費について，制度の実態を踏ま
えて，より丁寧な推計を行うことが課題であ
る。特に，①医療の高度化への要請を踏まえ
て，その他要因（需要を掘り起こす技術進歩の
効果）を将来に向けてどの程度と見込むか，②

レセプトの電子化等 IT技術の活用によるコス
ト削減効果をどのように見込むか，③個別に観
察される無駄の排除の効果をどの程度と見込む
か，等について，現実的な想定を設定すること
が必要である。
第３に，介護については，①労働集約的な介
護産業において，どの程度生産性の向上を期待
することができるか（単価の賃金弾性値を１以
下と設定してよいか），②女性の社会進出や高
齢単身世帯の増加が，介護利用割合の増加にど
の程度の影響を与えるか，③医療との役割分担
をどのように考えるか，等が重要な検討課題と
してあげられる。
最後に，年金については，本稿のモデルで
は，単純に2004年度改正の前提で推計を行っ
た。しかしながら，新人口推計に伴う高齢化の
効果を正確に把握するには，100年先までの将
来推計を行い，マクロスライド期間の見直し等
を行う必要がある。このため，更なる年金モデ
ルの高度化・精緻化を図ることが重要な課題で
ある。
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